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子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しにおける公定価格の見直しに係る検討について

公定価格の見直しに向け議論が必要な事項については、第34回会議（平成30年１月17日）にそれまでの議論を「公定価格に関す

る議論の整理」として取りまとめたほか、第35回会議（平成30年5月28日）後に各委員に照会し、御意見を提出いただいたところ。

この他、地方分権改革に関する提案事項等も踏まえ、公定価格の見直しに係る具体的な検討事項として、以下に記載した事項を

中心に検討を行うこととしてはどうか。

１．公定価格の仕組み全体に関わる事項

(1)公定価格の算定方法など、公定価格に算定されている経費と実際の運営コストの比較による公定価格の検証の在り方

(2)基本分単価の加算化や加算の基本分単価への組み入れなど、基本分単価と加算の在り方

(3)地域の給与の状況を反映するための地域区分の在り方

(4)利用実態・運営実態を踏まえた土曜日開所に関する公定価格の評価の在り方

２．処遇改善や事務負担軽減等、教育・保育の現場で働く人材の確保に関すること

(1)処遇改善等加算の職員給与への反映状況等の実態を踏まえた、処遇改善の着実な実施とそのための方策

(2)実態と必要性も踏まえた保育士以外の職種の配置に関する公定価格上の評価

(3)休日保育における共同保育の評価の在り方

(4)申請書類の様式統一化など、施設型給付の請求に係る事務負担の軽減方策
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３．教育・保育の質の向上に関する事項

(1)質の高い教育・保育の実施のため、基準を超えて職員を配置する施設への対応

(2)自園調理・アレルギー対応等の食育の推進

(3)小学校との連携・接続や外部評価など、教育・保育の質の向上に資する取組の推進

４．地域の子育て支援をはじめとした幼稚園・保育所等の機能の充実に関する事項

(1)地域の子育て支援活動の評価の在り方

(2)虐待等要保護児童等の支援が必要な子供への対応の評価の在り方

５．その他の事項

(1)施設整備費補助の仕組みとの整合性等を考慮した減価償却費加算・賃借料加算の仕組みの在り方

(2)経営実態調査等の実施周期など、今後の公定価格の実態把握及び見直しの在り方
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第44回子ども・子育て会議（令和元年8月29日）配布資料３（別添）

子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しにおいて今後検討が必要と考えられる事項（抜粋）

子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しにおいて検討が必要な事項については、第35回会議（平成30年５月
28日）後に各委員に照会し、御意見を提出いただいたところ。

提出いただいた御意見や地方分権改革に関する提案事項等を踏まえ、子ども・子育て支援新制度の見直しに係る具
体的な検討事項として、以下に記載した事項を中心に検討を行う。

２．公定価格

（検討を行う事項）
(1) 利用実態を踏まえた土曜日開所の取扱い、地域区分の在り方など、施設の運営実態を踏まえた算定方式、

基本単価や各種加減算の在り方
(2) 管理業務の効率化等を踏まえた、複数施設を設置している法人に係る調整措置の在り方
(3) 処遇改善等加算の職員給与への反映状況に関する実態把握と検証・分析を踏まえた、各施設における処

遇改善の着実な実施のための方策
(4) 申請書類の様式統一化など、施設型給付の請求に係る事業者の事務負担の軽減方策

（中長期的な検討課題）
(5) 経営実態調査等の実施周期など、今後の公定価格の実態把握の在り方
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各年度 公定価格の見直し 公定価格に関する各種調査

平成25年度 幼稚園・保育所等の経営実態調査
（平成25年２月時点）

平成27年度 ・子ども・子育て支援新制度施行
・公定価格創設

平成28年度

・チーム保育加配加算の充実
・指導充実加配加算の創設
・事務負担対応加配加算の創設
・チーム保育推進加算の創設
・賃借料加算の拡充

平成29年度
・処遇改善等加算Ⅱの創設
・処遇改善等加算Ⅰの拡充（３％→５％）
・研修代替要員費の拡充（２日→３日）の拡充

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査
（平成29年３月時点）

平成30年度 ・事務職員配置加算の創設（基本分単価からの切り出し）
保育所等の運営実態に関する調査（厚生労働省）
（平成30年３月時点）
2018年度予算執行調査（財務省）（平成30年３月時点）

令和元年度

＜４月～＞
・非常勤講師配置加算の創設（基本分単価からの切り出し）
・処遇改善等加算Ⅰの拡充（５％→６％）
・居宅訪問型事業の算定方法の改善
＜10月～＞
・消費税引上げに伴う改定
・副食費徴収免除加算の創設

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査
（平成31年３月時点）

これまでの公定価格の見直し及び公定価格に関する各種調査の状況
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新しい経済政策
パッケージ
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

安心こども基金
において創設

保育緊急確保事業
で事業継続

（2012） （2013） （2014） （2015） （2016） （2017） （2018） （2019）

０．３兆円
超メニュー

０．７兆円
メニュー
（消費税財源）

公定価格に
組み込む（恒久化）

＋約３％
（月額約9,000円）

＋約５％
（月額約15,000円）

＋約７％
（月額約21,000円）

＋約８％
（月額約26,000円）

＋

※H26人事院勧告
準拠（H26補正）

※H27人事院勧告
準拠（H27補正）

※H28人事院勧告
準拠（H28補正）

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源以外

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源

（改善率）

※ 処遇改善等加算（賃金改善要件分）は、平成25、26年度においては「保育士等処遇改善臨時特例事業」により実施
※ 各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額
※ 上記の改善率は、各年度の予算における改善率を単純に足し上げたものであり、24年度と比較した実際の改善率とは異なる。

＋約11％
＋最大４万円
（月額約35,000円
＋最大４万円）

※H29人事院勧告準拠（H29補正）

＋ ＋

技能・経験に着目した更なる処遇改善

＋約12％
＋最大４万円
（月額約38,000円
＋最大４万円）

＋約13％
＋最大４万円
（月額約41,000円
＋最大４万円）

※H30人事院勧告準拠（H30補正/R元予算）

公定価格における処遇改善の推移
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「公定価格に関する議論の整理」（平成30年１月17日子ども・子育て会議取りまとめ）

○運営実態を踏まえた公定価格設定の適正化
（今後の方向性）
n 公定価格の個々の経費の設定と実際の運営コストとの比較による公定価格の検証・分析を踏まえた設定
n 公定価格の基本単価部分の加算化・減算化の検討
n 複数施設を設置している法人に係る調整措置についての具体的な検討

○教育・保育の質の向上
（今後の方向性）
n ２９年度の人事院勧告を踏まえた給与改善が適切に反映された公定価格の設定
n 処遇改善等加算などの職員給与への反映状況に関する実態把握と検証・分析
n 子ども・保護者のための保育の質の「見える化」のための具体的方策の促進の検討
n 0.3兆円超の質の向上の実現に向けた必要な財源の確保

○経営実態調査を含めた今後の実態把握のための課題
（今後の方向性）
n 調査の設計・方法等に関する検討

• 各種法人会計基準等の違いを踏まえた評価方法の検討
• 公定価格による収支と、公定価格に含まれない補助事業、地方単独事業、実費徴収等による収支を区分する方法の検討
• 経営実態調査で把握する収支差に教育・保育に係る収支以外の借入金利息や本部繰入金を含めるかどうかの検討

n 経営実態調査以外の公定価格の検証方法の検討
n 有効回答を確保するための経営実態調査の記入者負担の軽減方法の検討（ＩＣＴの活用を含む）
n 経営実態調査の実施時期を含めた公定価格の見直し周期の検討
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「子育て支援に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告」（平成30年11月９日総務省）
※第39回子ども・子育て会議にて報告

参考１
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提案 処遇改善等加算の認定権限の移譲

提案団体 大阪府、滋賀県、堺市、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合

制度の現状

処遇改善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱに係る加算の認定は、指定都市及び中核市以外の市町村（以下
「一般市町村」とする）が管轄する施設・事業所については都道府県知事が、指定都市及び中核市が管轄す
る施設・事業所については各指定都市及び中核市の長が行う仕組みとなっている。

提案内容と理由の概要
処遇改善等加算の認定に係る権限を、一般市町村へ移譲することにより、一般市町村が管轄する施設・事

業所における処遇改善等加算の認定事務が簡素化され、市町村における業務の効率化と共に、施設・事業所
に対する精算の早期化が図られる。

「平成30年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）
【内閣府】
（１）子ども・子育て支援法（平24 法65）

施設型給付費等に係る処遇改善等加算の認定に係る事務・権限については、都道府県と加算の認定の実施
を希望する市町村の間で協議が整った場合に、当該市町村に移譲する方向で検討し、2019 年度中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）

「平成30年地方からの提案等に関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）
※第38回・第41回子ども・子育て会議にて報告

参考２

8



提案 子ども・子育て支援新制度の施設給付費等に係る処遇改善Ⅱの配分方法の制約の撤廃

提案団体 静岡県、神奈川県、浜松市、沼津市、三島市、伊東市、富士市、藤枝市、御殿場市、袋
井市、湖西市、牧之原市、長泉町、吉田町

制度の現状

平成29年度から保育士等のキャリアアップの仕組みの導入と技能・経験に応じた処遇の改善のための子ど
も・子育て支援新制度の施設型給付費等に係る処遇改善加算Ⅱが創設されたが、その運用における加算額の
配分方法に制約がある。

提案内容と理由の概要
加算額の配分方法の制約の撤廃により、全ての保育所等において、処遇改善に結びつく保育士等のキャリ

アアップの仕組みが導入されやすくなることにより、保育現場における保育士等の定着と参入促進が図られ、
安心して子供を生み育てられる環境の整備につながる。

「平成30年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）

６【内閣府】
（11）子ども・子育て支援法（平24 法65）
（ⅱ）施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域
型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等
（平27内閣府告示49）１条35号の５）における加算額の配分方法等については、2018年度の同加算の実施
状況等を踏まえ検討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（関係府省：文部科学省及び厚生労働省）
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「新経済・財政再生計画改革工程表2018」（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）

Ⅱ. 主要分野において取り組むべき事項／１．社会保障／（３）子ども・子育て
こうした子ども・子育て支援の充実・強化を図るなかにおいても、効果的・効率的な支援としていくことが重要であり、保育制

度などの子ども・子育て支援新制度については、令和２年（2020年）において、施行後５年の見直しを迎えるに当たり、公定価格
の適正化に向けた検討が必要である。

公定価格は、地域区分別、利用定員別に応じて積み上げて算定された「基本額」に、事業の実施体制等に応じた「各種加算等」
を加えた金額（公定価格＝基本額＋各種加算等）により構成されている。このように公費を基に運営されているにもかかわらず、
例えば、平成30 年度予算執行調査（財務省）において、保育所の収支差率（6.7％）が中小企業の平均（3.1%）を上回っている
こと等が確認された。

これを踏まえれば、経営実態を適切に反映した実態調査を行うとともに、公定価格の算定方式自体の在り方の検証が必要であ
る。具体的には、公定価格の算定における個々の見直しを検討することに加えて、各々対象となる費目を積み上げる「積み上げ方
式」から、実態調査等に基づき、人件費・事業費・管理費等を包括的に評価する「包括方式」への移行も検討すべきである。

また、仮に「積み上げ方式」を維持する場合であっても、公定価格の内訳についても、利用実態を反映した適正化が必要であ
る。一例を挙げれば、保育所は原則土曜日開所が必要であるが、土曜日の利用希望者がおらず、常態的に土曜日を閉所する場合に
は、公定価格における土曜開所に係る費用を定率で調整する仕組みとなっている。一方で、実際の運営状況を見ると、開所してい
て満額が措置されていても、利用児童数や実際に勤務している職員数は平日の半分以下となっている場合が多い。更に、複数の保
育所による共同保育を実施した場合、その週に閉所している施設も開所しているものとして公定価格が算定される仕組みになって
いる。

こうした実態を踏まえれば、土曜日開所に係る公定価格の減算調整について、公平性の観点から、利用実態・運営実態を反映し
た、よりきめ細やかな調整の仕組みを導入することが必要である。

「令和時代の財政の在り方に関する建議」（令和元年６月19 日財政制度等審議会）

参考３
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公定価格に関する参考資料



公定価格について

≪施設型給付≫

施設型給付費

（公費で負担）

法定代理受領

＝

利用者負担額
（施設で徴収）

利用者負担額
（市町村で徴収）

≪委託費≫

公定価格

公費負担額
委託費として
支払い

（法附則第6条）

【イメージ】

○ 子ども・子育て支援新制度では、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付である「施設
型給付」及び小規模保育等に対する「地域型保育給付」を創設し、市町村の確認を受けた施設・事業
の利用に当たって、財政支援を保障している。

※私立保育所に対しては、委託費として支払う。（子ども・子育て支援法附則第６条第１項）

○ 施設型給付費、地域型保育給付費の基本構造は、「内閣総理大臣が定める基準により算定した費用
の額」（公定価格）から「政令で定める額を限度として市町村が定める額」（利用者負担額）を控除
した額。（子ども・子育て支援法２７条、２９条等及び子ども・子育て支援法施行令）

「給付費」＝「公定価格」－「利用者負担額」

※公費負担と利用者負担の基本構造は委託費も同様。（法附則第６条第１項・第４項）

「利用者負担額」は、１号・２号子どもは０円、３号子どもは所得階層に応じた額（多子減免あり）。

※ 市町村が定める利用者負担額のほか、施設による徴収（文房具費、行事費、給食費、通園送迎費等）、それ以
外の上乗せ徴収（教育・保育の質の向上を図るための費用。事前説明・同意を要する）が可能。

12
施設による徴収（・上乗せ徴収） 施設による徴収（・上乗せ徴収）



階層区分 利用者負担

①生活保護世帯 ０円

②市町村民税
非課税世帯

(所得割非課税世帯含
む)
（～約270万円）

３，０００円
〔０円〕

③市町村民税
所得割課税額
77,100円以下
（～約360万円）

１０，１００円
〔3,000円〕

④市町村民税
所得割課税額
211,200円以下
（～約680万円）

２０，５００円

⑤市町村民税
所得割課税額
211,201円以上
（約680万円～）

２５，７００円

階層区分
利用者負担 利用者負担

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間

①生活保護世帯 ０円 ０円 ０円 ０円

②市町村民税
非課税世帯
（～約260万円）

６，０００円
〔０円〕

６，０００円
〔０円〕

９，０００円
〔０円〕

９，０００円
〔０円〕

③所得割課税額
48,600円未満
（～約330万円）

１６，５００
円

〔6,000円〕
１６，３００円
〔6,000円〕

１９，５００円

〔9,000円〕
１９，３００円

〔9,000円〕

④所得割課税額
57,700円未満
〔77,101円未満〕
（～約360万円）

２７，０００
円

〔6,000円〕
２６，６００円
〔6,000円〕

３０，０００
円

〔9,000円〕

２９，６００円

〔9,000円〕

97,000円未満
（～約470万円）

２７，０００
円

２６，６００円 ３０，０００円 ２９，６００円

⑤所得割課税額
169,000円未満
（～約640万円）

４１，５００円 ４０，９００円 ４４，５００円 ４３，９００円

⑥所得割課税額
301,000円未満
（～約930万円）

５８，０００円 ５７，１００円 ６１，０００円 ６０，１００円

⑦所得割課税額
397,000円未満
（～1,130万円）

７７，０００円 ７５，８００円 ８０，０００円 ７８，８００円

⑧所得割課税額
397,000円以上
（1,130万円～）

１０１，０００円 ９９，４００円 １０４，０００円 １０２，４００円

教育標準時間認定の子ども
（１号認定）

保育認定の子ども
（２号認定：３～５歳児） （３号認定：０～２歳児）

令和元年度における特定教育・保育施設等の利用者負担（月額）

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
就
学
前
）

※１ 〔 〕書きは、ひとり親世帯、在宅障害児（者）のいる世帯、その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯）の額。

※２ 満３歳に到達した日の属する年度中の２号認定の利用者負担額は、３号認定の額を適用する。

※３ ３号認定は小学校就学前の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子どもから順に２人目は上記の半額、３人目以降（市町村民税非課税世帯及び年収約３６０万円未満相当のひと
り親世帯等については２人目以降）については０円とする。ただし、年収約３６０万円未満相当の世帯においては多子のカウントにおける年齢制限（小学校就学前）を撤廃する。

※４ 給付単価を限度とする。 13

囲いの階層区分については令和元年１０月１日から無償化（０円）。



○ 1 号 と 2 ・ 3 号 の 基 本 分 単 価 は 、 各 施 設 の 制 度 を 踏 ま え て 一 部 異 な る が 、 基 本 的 に 同 水 準 。
公定価格の基本分単価に含まれる費用

（１号） （２号・３号）

区 分 内 容

事
務
費

人
件
費

（１）常勤職員給与

①本俸、教職調整額

②諸手当

③社会保険料事業主負担金等

（２）非常勤職員雇上費

①学校医、学校歯科医、学校薬剤師手当

②非常勤職員雇上費（事務職員）

③年休代替要員費

管
理
費

＜職員の数に比例して積算＞

旅費、庁費、職員研修費、職員健康管理費、業務委託費

＜子どもの数に比例して積算＞

保健衛生費、減価償却費

＜１施設当たりの費用として積算＞

補修費、特別管理費、苦情解決対策費

事業費
＜生活諸費＞

一般生活費（保育材料費等）

・園 長 １人
・教 諭
（配置基準）
３ 歳 児 ２０：１
＊質の改善事項における配置基準の改善（１５：１）は、実施している場合の加算として実施

４ 歳 児 ３０：１

・教員のうち１人は主幹教諭として費用を算定
・全ての学級に専任の学級担任を配置するため、教諭（学級編制調整教諭）
を１人加配（利用定員36人以上300人以下の施設）

・事務職員 １人
＊質の改善事項における事務負担への対応については、非常勤２日分を基本分として追加

区 分 内 容

事
務
費

人
件
費

（１）常勤職員給与

①本俸、特別給与改善費、特業務手当

②諸手当

③社会保険料事業主負担金等

（２）非常勤職員雇上費

①嘱託医、嘱託歯科

②非常勤職員雇上費（保育士、事務職員、調理員）

③年休代替要員費

④研修代替要員費

管
理
費

＜職員の数に比例して積算＞

旅費、庁費、職員研修費、被服費、職員健康管理費、業務省力化等勤務条件改善費

＜子どもの数に比例して積算＞

保健衛生費

＜１施設当たりの費用として積算＞

補修費、特別管理費、苦情解決対策費

事業費
＜生活諸費＞

一般生活費（給食材料費（３歳未満児のみ）、保育材料費等）

・保 育 士
（配置基準）
乳 児 ３：１
１、２歳児 ６：１
３ 歳 児 ２０：１
＊質の改善事項における配置基準の改善（１５：１）については、実施している場合の加算として実施

４ 歳 児 ３０：１

・保育士のうち１人は主任保育士として費用を算定
・上記のほか、休けい保育士を１人加配（定員９０人以下は常勤、定員９１人以上は非常勤）
・また、保育標準時間認定の場合は、常勤保育士１人及び非常勤職員(３時間)１人を加配

・調 理 員 ２人（定員４０人以下の場合は１人。定員１５１人以上の場合は３人（うち１人は非常勤））

・事務職員 １人（非常勤）
＊質の改善事項における事務負担への対応については、非常勤２日分を基本分として追加 14



１号（幼稚園） ２・３号（保育所）

加算（主に人件費）

・副園長・教頭配置加算
・３歳児配置改善加算（20：１→15：１）
・満３歳児対応加配加算（６：１）
・非常勤講師配置加算
・チーム保育加配加算
・通園送迎加算
・給食実施加算
・主幹教諭等専任加算
・療育支援加算
・事務職員配置加算
・指導充実加配加算
・事務負担対応加配加算
・栄養管理加算
・処遇改善等加算Ⅰ（基礎分+賃金改善要件分（６%））
・処遇改善等加算Ⅱ（月４万円・５千円）

・所長設置加算
・３歳児配置改善加算（20：１→15：１）
・休日保育加算
・夜間保育加算
・チーム保育推進加算
・主任保育士専任加算
・療育支援加算
・事務職員雇上費加算
・入所児童処遇特別加算
・栄養管理加算
・処遇改善等加算Ⅰ（基礎分+賃金改善要件分（６%））
・処遇改善等加算Ⅱ（月４万円・５千円）

加算（主に管理費）

・副食費徴収免除加算
・外部監査費加算
・施設機能強化推進費加算
・小学校接続加算
・第三者評価受審加算
・子育て支援活動費加算
・施設関係者評価加算
・冷暖房費加算
・除雪費加算
・降灰除去費加算

・副食費徴収免除加算
・減価償却費加算
・賃借料加算
・施設機能強化推進費加算
・小学校接続加算
・第三者評価受審加算
・冷暖房費加算
・除雪費加算
・降灰除去費加算

調整 ・年齢別配置基準を下回る場合
・定員を恒常的に超過する場合

・分園の場合
・常態的に土曜日を閉所する場合
・定員を恒常的に超過する場合

○ １ 号 （ 幼 稚 園 ） と ２ ・ ３ 号 （ 保 育 所 ） の 加 算 ・ 調 整 は 以 下 の と お り 。
※ 認 定 こ ど も 園 ・ 地 域 型 保 育 事 業 所 に つ い て は 、 施 設 の 特 性 に よ っ て 、 多 少 異 な る 。

※ 下線は、0.7兆円メニュー（処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分６％のうち２%は0.3兆円超メニュー、１％は新しい経済政策パッケージ）

6

公定価格の加算・調整について
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各種の処遇改善の概要

内容 対象者 支給方法・使途 手続

処遇改善等加算Ⅱ

技能・経験を積んだ職
員の追加的な人件費
「基準年度の賃金」（加
算Ⅰを含む）に対する賃
金改善分

定額加算
4万円×職員数の約1/3
5千円×職員数の約1/5

※配分人数・配分額の柔軟な運
用可
※基準年度は、加算Ⅱ取得初年
度の前年度

副主任保育士等及び
職務分野別リーダー
等（職位発令、経験
年数等を満たす者）
※2022年度から研修
要件必須化を目指す
※園長は配分不可

確実に賃金改善に充当
（役職手当・職務手当又
は基本給）
※20%の範囲内で同一法
人の他の教育・保育施設の
職員にも充当可（2022年
度までの時限措置）

計画書

実績報
告書

処遇改善等加算Ⅰ
（賃金改善要件分）

賃金改善・キャリア
アップの取組に応じた
人件費
「基準年度の賃金水準を
適用した場合の賃金総
額」及び「人件費の改定
状況を踏まえた部分」に
対する賃金改善分

定率加算
6%（平均経験年数が11年

以上の場合は7%、キャリアパス
要件を満たさない場合は
▲2%）
※基準年度は、確認を受けた年
度の前年度（H26年度以前開設
の保育所は、H24年度）

非常勤職員を含む全
職員

確実に賃金改善に充当
（基本給、手当、一時金
等）
※同一法人の他の教育・保
育施設の職員にも充当可

計画書

実績報
告書

処遇改善等加算Ⅰ
（基礎分）

職員の平均経験年数に
応じた人件費

定率加算
平均経験年数に応じ
2～12%

非常勤職員を含む全
職員

適切に昇給（勤続年数の
長い職員の基本給、手
当）等に充当

加算率
の認定

人件費単価
（人事院勧告対応分）

人事院勧告を受けた国
家公務員給与の改定に
準じた人件費の引き上
げ分
「基準年度の賃金水準を
適用した場合の賃金総
額」に上乗せする「人件
費の改定状況を踏まえた
部分」

公定価格単価内に織り込み
済みの基準年度別「人件費
の改定状況を踏まえた水準」
（平成30年度当初）

H24 7.1%(H26以前開設保育所)
H26 5.1%  H27 3.2%
H28 1.9%   H29 0.8%
H30～ 0%

※基準年度は加算Ⅰと同じ

公定価格上算定され
る常勤職員

適切に給与（基本給、手
当、一時金等）に反映
※改定直後は通常、遡及支
給

なし

※加算Ⅰ
賃金改善
要件分の
の算定の
前提



➀基礎分
職員１人当たり平均経験年数に応じて加算率を設定（２～１２％）。
※ ①の加算額については、適切に昇給等に充てること。当該施設内のみ充当可。

➁賃金改善要件分
賃金改善計画・実績報告が必要。「基準年度の賃金水準を適用した場合の賃金総額」及び「人件費の改定状

況を踏まえた部分」に対し、賃金改善を行うことが要件（６％。平均経験年数11年以上の施設は７％）。
※ ②の加算額については、確実に職員の賃金改善に充てること。法人内の他の施設への充当も可。

➂キャリアパス要件分（②の内数）
役職や職務内容等に応じた勤務条件・賃金体系の設定、資質向上の具体的な計画策定及び計画に沿った研修

の実施又は研修機会の確保、職員への周知等が要件（満たさない場合、②から２％減）。

17

処遇改善等加算Ⅰの仕組み

（平均経験年数）

＜➁の要件＞

　基準年度の賃金水準＊からの改善
　＊国家公務員給与改定に伴う人件費の改定率を反映

※　平成26年度に保育士等処遇改善臨時特例事業による補助を受けた保育所のうち、当該事業の加算率が６％未満であった施設については、
　平成26年度と同じ加算率を適用できる経過措置を設ける。（平成26年度と比較して平均経験年数が同様又は下回る施設に限る。）
※　基準年度における私学助成等による収入額が賃金改善要件分を除いた公定価格の金額を上回る幼稚園等については、賃金改善額の取扱い
　の特例を設ける。

2%

18%

（加算率）

12%
11%

10%

8%
7%

9%

処遇改善等加算Ⅰ6%
5%

11年 12年0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年

4%

10年9年

3%

8%

14%
加算率が上昇

➀ 基 礎 分
※経験年数が上昇するとともに増加する加算額について

は、昇給等に充当することが必要

➁賃金改善要件分※

11年未満 一律６％

11年以上 一律７％

➂キャリアパス要件分

（満たしていない場合➁から▲２％減）



・ 加算額を確実に賃金改善に充てるため、賃金改善計画の策定及び実績報告を行う（処遇改善等加算Ⅰと同様）。

・ 処遇改善の対象者が以下の基準を満たすものとなっていること

※ 経験年数は「概ね」であり、各施設の状況を踏まえて決めることが可能

※ 研修に関する要件については、受講状況等を踏まえ、2022年度を目途に研修受講の必須化を目指す。

・ 職務手当を含む月給により賃金改善が行われていること

２ 要 件

・ 月額４万円又は月額５千円の加算対象人数分（園長・主任保育士等を除いた職員の概ね1/3又は1/5）を支給。

・ 副主任保育士等への配分は、実際に月額４万円の賃金改善を行う職員を加算対象人数の１／２（端数切り捨て）以

上確保した上で、副主任保育士等、職務分野別リーダー等に配分（月額５千円～４万円未満）。

・ 職務分野別リーダー等への配分は、加算対象人数以上確保する（月額５千円～副主任保育士等の最低額）。

・ 法人内の他の施設の職員の賃金改善に充当可（2022年度までの時限措置。加算額の20％の範囲内。）。

３ 職員への配分方法

・ 副主任保育士・専門リーダー（月額４万円の処遇改善）・職務分野別リーダー・若手リーダー（月額５千円の処遇

改善）等を設けることにより、キャリアパスの仕組みを構築し、保育士等の処遇改善に取り組む施設・事業所に対して、

キャリアアップによる処遇改善に要する費用に係る公定価格上の加算を創設する。

１ 概 要

＜月額４万円の処遇改善の対象者＞
・副主任保育士等の職位の発令・職務命令
・経験年数が概ね７年以上
・４分野（60時間）以上の研修を修了していること

＜月額５千円の処遇改善の対象者＞
・職務分野別リーダー等の発令・職務命令
・経験年数が概ね３年以上
・担当分野（15時間）の研修を修了していること

技能・経験に応じた処遇改善（処遇改善等加算Ⅱ）の仕組み
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主幹教諭＜平均勤続年数19年＞

専門リーダー ※スタッフ職

【要件】
ア 経験年数概ね７年以上
イ 若手リーダーを経験
ウ ４つ以上の分野の研修を修了
エ 専門リーダーとしての発令

幼稚園教諭等（民間）に関するキャリアアップ・処遇改善のイメージ（１号関係）

園長 ＜平均勤続年数27年＞

副園長・教頭＜平均勤続年数24年＞

研修による技能の習得を通じた、
キャリアアップ

○キャリアアップのための研修の
受講

→都道府県・市町村、幼稚園団体、
大学等が実施する、保育者としての
資質向上のための既存の研修をキャ
リアアップに活用

【研修分野例】

①教育・保育理論 ②保育実践
③特別支援教育 ④食育・アレルギー
⑤保健衛生・安全対策
⑥保護者の支援・子育ての支援
⑦小学校との接続 ⑧マネジメント
⑨制度や政策の動向

※ 研修修了の効力：全国で有効
※ 研修修了者が離職後再就職する場合：

以前の研修修了の効力は引き続き有効

※ 研修は、分野別研修のほか、職責に応じたその他の研修でも可
※ 指導教諭、教務主任、学年主任など既存の発令を行っている場合は、 上記の発令に代替可
※ 各幼稚園､認定こども園の状況を踏まえ、中核リーダー・専門リーダーの配置比率は柔軟に対応可
※ 「園長・副園長・教頭等を除く幼稚園教諭等全体の概ね１／３」とは、公定価格における職員数に基づき算出したもの。
※ 研修に係る加算要件については、研修の受講を促進し、2022年度を目途に、研修受講の必須化を目指すこととしている。

（2021年度までは研修の受講要件を課さず、2022年度開始までに、研修の受講状況を踏まえ、2022年度からの必須化を判断）

中核リーダー※ライン職

【要件】
ア 経験年数概ね７年以上
イ 若手リーダーを経験
ウ マネジメント＋３つ以上の分野の

研修を修了
エ 中核リーダーとしての発令

新 新

若手リーダー

【要件】
ア 経験年数概ね３年以上
イ 担当する職務分野（左記③～⑦など）の研修を修了
ウ 若手リーダーとしての発令

新

幼稚園教諭等＜平均勤続年数７年＞

月額４万円の処遇改善 ※標準規模の園で３人
（園長・副園長・教頭等を除く幼稚園教諭等全体の概ね１／３）

月額５千円の処遇改善 ※標準規模の園で２人
（園長・副園長・教頭等を除く幼稚園教諭等全体の概ね１／５）

＜標準規模の幼稚園（定員160人）の職員数＞
※公定価格上の職員数
園長１人、副園長・教頭１人、主幹教諭１人、
幼稚園教諭７人、事務職員２人
合計12人
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副主任保育士 ※ライン職

【要件】
ア 経験年数概ね７年以上
イ 職務分野別リーダーを経験
ウ マネジメント＋３つ以上の分野

の専門研修を修了
エ 副主任保育士としての発令

専門リーダー ※スタッフ職

【要件】
ア 経験年数概ね７年以上
イ 職務分野別リーダーを経験
ウ ４つ以上の分野の専門研修を修了

エ 専門リーダーとしての発令

職務分野別リーダー

【要件】
ア 経験年数概ね３年以上
イ 担当する職務分野（左記①～⑥）の研修を修了
ウ 修了した研修分野に係る職務分野別リーダー※としての発令
※乳児保育リーダー、食育・アレルギーリーダー 等
※同一分野について複数の職員に発令することも可能

キャリアアップ研修の創設（H29）

→以下の分野別に研修を体系化

※ 研修の実施主体：都道府県等

※ 研修修了の効力：全国で有効

※ 研修修了者が離職後再就職
する場合：以前の研修修了の
効力は引き続き有効

園長
＜平均勤続年数24年＞

主任保育士
＜平均勤続年数21年＞

保育士等 ＜平均勤続年数８年＞

【専門研修】
①乳児保育 ②幼児教育
③障害児保育 ④食育・アレルギー
⑤保健衛生・安全対策
⑥保護者支援・子育て支援

【マネジメント研修】
【保育実践研修】

新新

新

※新たな名称はすべて仮称研修による技能の習得により、
キャリアアップができる仕組み
を構築

保育士等（民間）に関するキャリアアップ・処遇改善のイメージ（２・３号関係）

＜標準規模の保育園（定員90人）の職員数＞
※公定価格上の職員数
園長１人、主任保育士１人、保育士12人、
調理員等３人 合計17人

月額５千円の処遇改善 ※標準規模の園で３人
（園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／５）

月額４万円の処遇改善 ※標準規模の園で５人
（園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／３）

※１．一人当たりの処遇改善額及び対象者数については、各保育所等での人員配置や賃金体系の実情を踏まえ、一定の要件の下で柔軟な運用を認めている。
※２．「園長・主任保育士を除く保育士等全体の概ね１／３及び１／５」とは、公定価格における職員数に基づき算出したものである。
※３．研修に係る加算要件については、研修の受講を促進し、2022年度を目途に、研修受講の必須化を目指すこととしている。

（2021年度までは研修の受講要件を課さず、2022年度開始までに、研修の受講状況等を踏まえ、2022年度からの必須化を判断）
20



平成30年度における処遇改善等加算Ⅱの運用の見直し

（括弧内の人数は、定員９０人（職員１７人）の保育園モデルの場合）

○ 例えば、０～２歳児担当、３～５歳児担当などの「副主任保育士」又は「専門リーダー」を配置（２人以上）
（定員規模に応じた人数は、別紙参照）

※ 副主任保育士：３つ以上の専門分野及びマネジメントの研修を修了した者
※ 専門リーダー：４つ以上の専門分野の研修を修了した者

○ 加えて、乳児保育、幼児教育、障害児保育など、専門６分野ごとに「職務分野別リーダー」 （兼務可）を配置（３人以上）
※ 職務分野別リーダー：１つ以上の専門分野の研修を修了した者

⇒ 処遇改善等加算Ⅱの加算要件は、研修の受講を促進し、2022年度を目途に、研修受講の必須化を目指す。
（2021年度までは研修の受講要件を課さず、2022年度開始までに、研修の受講状況を踏まえ、必須化時期を確定）

専門リーダー

園 長
主任保育士

副主任保育士副主任保育士

【例えば、０～２歳児担当】 【例えば、３～５歳児担当】

①乳児保育、②幼児教育、③障害児保育、④食育・アレルギー対応、⑤保健衛生・安全対策、⑥保護者支援・子育て支援
職務分野別リーダー

目指すべき保育園の組織体制

■ 保育士等が専門性の向上を図り、技能・経験に応じてキャリアアップできる組織体制の整備を目指す。
■ 各保育園における人員配置や賃金体系の実情を踏まえ、保育士等の技能・経験に応じた処遇改善等加算Ⅱについて、
運用の柔軟化を図る。

【保育園をモデルとした場合】
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＜ 副主任保育士又は専門リーダー：加算額20万円（４万円×５人）＞＜定員９０人（職員１７人※）の保育園モデルの場合＞
※ 園長１人、主任保育士１人、保育士１２人、調理員等３人

平成30年度における処遇改善等加算Ⅱの配分方法の見直し

20万円のうち、12万円は副主任保育士又は専門リーダーの
みに配分可能（配分人数及び額は事業者において判断）

【改善点１】
12万円については、職務分野別リーダーにも配分可能

職務分野別リーダー

保育士等

園 長

主任保育士

専門
リーダー

副主任
保育士

＜職務分野別リーダー：加算額1.5万円（5千円×3人）＞

３人の職務分野別リーダーに月額５千円

【改善点２】
３人以上の職務分野別リーダーに月額５千円以上（ただ

し、副主任保育士等への一番低い加算額を超えない額）

【改善点３】
加算額21.5万円（20万円＋1.5万円）の20%について、
同一事業者内で保育園をまたぐ配分が可能
（2022年度までの時限措置。同一事業者内全体での処遇改
善を確認。）

同一事業者内での保育園間の配分は不可３人
↓

３人以上

５人以上
↓

２人以上

（配分方法の見直し）

副主任保育士等の給与
が主任保育士の給与を
超える場合は配分可能

配分可能
※H30～
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